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ラーニング・オーガニゼーションと農協
――行動を通して進化する組織になるために――

〔要　　　旨〕

１　近年，企業の経営環境が変化するなかで，既往の定型的な思考様式や行動パターンを踏

襲しているだけでは存立を脅かされる危険が高くなっている。このようななかで，企業の

組織論の分野においては，ラーニング・オーガニゼーション（学習する組織）の考え方が

広がってきた。

２　ラーニング・オーガニゼーションは，共通の目標に向かって自由に思考し，学び続ける

組織を指しており，P・M. センゲの提唱は大きな反響を呼んだ。

３ 農協は，正組合員の減少と高齢化等，企業と比較してもさらに大きな環境変化の渦中に

あることに加え，食管制度や金融の護送船団方式の時代の組織運営からの脱却が課題にな

っていることから，ラーニング・オーガニゼーションの考え方は，農協にとっても有用で

ある。

４ 農協は，事業実績の検討にとどまらず，農協の事業が組合員の満足を高めたかどうかの

観点も含めて実績検討を行い，その結果を次の生きた行動につなげるという意味で，学習

する組織になる必要がある。

５　農協の「学習する組織」としての機能を高めるためには，①個々の農協の実態に即した

生きた計画の策定，②農協の各内部組織や機能別グループの実績検討における積極的な議

論を通した対応策の検討，③農協間や，農協と連合会間における組織間学習，④情報の入

手と共有，⑤問題をしっかりとらえ，原因を追究して次の行動につなげるような，組織の

行動様式の変革，⑥新しい情報インフラの活用，⑦組合員・役職員の意識改革とリーダー

の育成が重要である。
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系統農協は，本（06）年10月に第24回JA

全国大会を開催し，今後３年間の運動方針

を決定したところであるが，これは，農協

にとっての「何をなすべきか」を明らかに

したものといえる。しかし，それを実際に

実践していくためには，「どのようにすれ

ば協同組合としての強みを発揮してそれら

の課題を実現できるのか」が重要であると

思われる。そして，ラーニング・オーガニ

ゼーション論は，そのために有益なヒント

を提供してくれるように思われる。

このため，本稿では，農協にとって組織

学習が必要となった事情について概観し，

農協の立場からみたラーニング・オーガニ

ゼーションの考え方を明らかにするととも

に，それを農協に具体的に適用するための

方策について考察することとしたい。

（注１）本稿においては，「学習」とは単に組合員
や役職員の「教育研修」や「自己啓発」を指す
のではなく，組織が行動を通して，求められる
機能をよりよく発揮できるように変化するとい
う意味に重点を置いている。

1990年代以降，企業の組織論，マネジメ

ント論の分野で，「ラーニング・オーガニ

ゼーション」（学習する組織）の考え方がさ

まざまな形で提唱されてきた。
（注１）

これは，企

業の経営環境が変化するなかで，環境によ

り順応できるマネジメントが求められてき

たことを背景としている。企業は，既往の

定型的な思考様式や行動パターンを踏襲し

ているだけでは，存立を脅かされる危険に

ますます直面するようになっており，この

ようなリスクを回避するためのマネジメン

トを求めるようになった。

ひるがえって，農協をみると，このよう

な必要性は，企業と比較してもさらに高い

のではないかと思われる。それは，農協を

めぐる環境変化は，組合員の高齢化にみら

れるように，企業と比較してもさらに激し

いものであることに加え，農協が社会にお

いて機能を働かせる方法も，政府のイニシ

アティブが強かった時代から，農協の自主

的な取組みに大きく依拠する時代に変化し

てきているためである。
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ラーニング・オーガニゼーションの具体

的な考え方は，P・M.センゲが90年に出版

した“The Fifth Discipline”の中で提起さ

れた。
（注２）

以下，センゲの主張を中心に，ラー

ニング・オーガニゼーションの考え方につ

いて概観する。

センゲは，ビジネスがさらに複雑化しダ

イナミックになるなかで，「人々がたゆみ

なく能力を伸ばし，心から望む結果を実現

しうる組織，革新的で発展的な思考パター

ンが育まれる組織，共通の目標に向かって

自由にはばたく組織，共同して学ぶ方法を

たえず学び続ける組織」としての，ラーニ

ング・オーガニゼーションが求められると

する。そして，権威主義的な「管理する組

織」と「学習する組織」を分けるものとし

て，以下の「５つの鍵」を提示した。

①システム思考（個々の部分だけを見る

のではなく，相互に関連する全体を認識する

能力を身につける。）

②自己マスタリー（一人一人が自己を高め

ることに取り組むよう，組織環境を整備する。）

③メンタル・モデルの克服（固定的な考

え方を克服する。）

④共有ビジョンの構築（個人のビジョン

を共通のビジョンにまで高める。）

⑤チーム学習（対話を通して，チームが

共同思考し学ぶ。）

このセンゲの著作は大きな反響を呼び，
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ラーニング・オーガニゼーションは企業の

組織論，マネジメント論の中でさまざまな

形で展開されることとなった。具体的な行

動・経験を通して個人や組織が学習する方

法を考える「アクション・ラーニング」も，

そのうちのひとつである。
（注３）

これらのラーニング・オーガニゼーショ

ン論は，現代の企業組織が抱える課題に応

えるうえで有用な示唆に富むものである

が，その内容については，体系的なものと

はいえないように思われる。センゲが示し

た「５つの鍵」にしても，企業が「学習す

る組織」になるうえでそれらが有用である

ことは否定できないが，なぜこの５つなの

か，はっきりしない。そして，その後に行

われてきたさまざまなラーニング・オーガ

ニゼーション論は，チームが行った営業活

動から何を学ぶか，というような，組織が

学習する機能を高めるための個別的なノウ

ハウを探し，提示する色彩が強いように思

われる。

このような問題を扱う組織論としては，

むしろ，企業を相互に作用し合うエージェ

ントの集合体としてとらえ，また，企業が

外部との相互作用をとおして自らをも変え

ていくものとして見る複雑系組織論からの

アプローチのほうが，より明快であり，体

系的である。
（注４）

しかし，ラーニング・オーガ

ニゼーション論のよい点は，組織の学習と

いう重要で具体的な側面に焦点を当てたこ

とであり，その意味で，組織運営の現場に

とって有用な内容を多く含んでいるものと

いえよう。

１　既往の組織論におけるラーニ

ング・オーガニゼーション
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（注２）センゲ（1995）
（注３）ガービン（2002）
（注４）石田（2005）（2006）参照。

農協の組織・事業は，大きな変動のなか

にある。農協関係者にとっては自明のこと

ではあるが，近年の組合員数と事業取扱高

の動きを見ると（第１図），正組合員は一

貫して減少しているし，購買・販売取扱高

も80年代をピークに減少している。大きな

伸びを続けてきた長期共済保有契約高も，

00年代に入り減少に転じた。そして，日本

農業を主に担ってきた昭和一けた世代のリ

タイアが今後本格的に進むと，このような

農協の組織・事業の変化が更に促進される
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ことが懸念される。

このような変化は，大都市地域から過疎

地域にいたる地域ごとに，異なる形で現れ

ており，農協は，その置かれた地域の環境

変化に応じて，個別農協ごとの有効な対応

を行うことが課題になる。

これは，農協にとっても，企業と同様に，

学習する組織としての能力を高めることが

必要であることを意味している。

さらに，企業と比較すると，農協にとっ

ての固有の事情もあることを指摘しなけれ

ばならない。それは，農協が設立後約60年

を経て，事業をめぐる環境が大きく変化し，

それに伴い，農協に求められる機能・役割

やその望ましい運営方法が変わったという

ことである。

すなわち，第１表に例示した通り，戦後

長い間，食管制度や金融の護送船団方式等，

規制と保護が支配する事業環境のなかで，

農協はその仕組みを構成する一要素として

機能する色彩が強かった。しかしこれらの

環境が大きく変化した今日，それに合った

運営方法に転換することが求められてい

る。もちろん，農協はそのための努力をし

ていないわけではないが，このような運営

方法の転換は，長い歴史のある組織であれ

ばこそ，困難もまた大きいといえる。たと

えば，食管制度の時代の発想，行動様式を

知らず知らず踏襲していないか，まだまだ

点検すべきことがたくさんあるのではない

だろうか。そう考えると，今回の第24回

JA全国大会の決議で，農協におけるビジ

ョンの策定が掲げられているのは，時宜に資料　農林水産省『総合農協統計表』 
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第1図　農協組合員数・事業推移 
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２　農協にとってのラーニング・

オーガニゼーションの意義
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かなった方向といえよう。

そして，自由な競争のなかで，個別農協

の自主性を尊重し，協同のメリットを発揮

するような運営を行おうとするのであれ

ば，組織としての行動結果を踏まえてより

よい行動様式に結びつけていくという意味

での「学習する組織」になることがますま

す重要になるのではないか。

農協は，合併や垂直統合等の組織整備，

店舗・事業所再編等を通した事業の効

率化，経済事業改革など，自らの手で

改革を進めてきた。これらを農協改革

のハードだとすれば，本稿で取り扱う

「学習する組織」は，いわば農協改革

のソフトであるといえよう。改革の実

をあげ，真に組合員から支持される農

協になるうえで，このソフトの側面へ

の対応も必要不可欠であるように思わ

れる。

ラーニング・オーガニゼーションの
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考え方は，複雑系組織論

の考え方と共通するとこ

ろが多く，それを具体的

に展開した内容ともいえ

るので，ここでは，複雑

系科学の考え方に沿って，

組織が学習することの意

味について整理しておく。

複雑系科学では，組織

や生物などのシステムを，「複雑適応系」

と呼んでいる。複雑適応系は，他の複雑適

応系や環境と相互作用を行っており，その

相互作用によって得られるフィードバック

によって，自らの行動様式・行動論理を変

化させている（第２図）。このように，外

部との相互作用の結果，自らの行動の仕方

を変えることが，学習・適応・進化等であ

るといえる。

事
業
環
境 

運
営
方
法 

食管制度 
価格政策の役割大 
補助金依存大 
金融の護送船団方式 
政府・全国連のイニシアティブ大 

自由な市場流通と競争 
売れる農産物作り 
直接支払の拡大 
金融ビッグバン 
地域・個別農協の自主性が求められる 

行政代行機関的機能も 
組合員全利用 
不正・ミス回避が重要 
情報は「上から下へ」 

競争のなかでの農協運営 
組合員に選ばれる農協, 協同のメリット発揮 
経営全般の自己責任 
情報は双方向 

資料　筆者作成 
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第1表　農協の事業環境と運営方法の変化 
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第2図　複雑適応系における作用とフィードバック 
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３　組織にとっての

「学習」とは
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たとえば，目標を定めて事業を推進した

結果，目標未達となった場合，さらに期間

を延長して同じ活動を強化することも一つ

の対応であろうが，なぜ達成できなかった

のか，原因を追究し，事業のやり方を見直

して目標を達成できた場合には，この組織

が事業推進を通して学習したことになる。

農協の場合，このような目標として，単

に事業の数量・金額・利益だけを考えるの

は，狭すぎる。農協は，経済的な弱者とし

ての組合員が集まり，その共通のニーズと

願望を満たすために組織したものであり，

農協の活動は，最終的には，組合員にとっ

ての利益になったかどうか，組合員の満足

を高めたかどうかで評価されるべきであろ

う。もちろん，今日では企業においても，

CS（顧客満足）やCSR（企業の社会的責任）

が重視されるようになったが，農協の場合

には，第３図にみるように，組合員の満足

を通して協同組合として市場経済のなかで

存在意義を主張していくことがその存立の

条件である。そのために，みずからをどう

変えるべきかを知ることのできる組織が，
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農協にとっての「学習する組織」であると

いえる。

水越（2006）は，JA高岡の直売所への

取組みが，産地間・直売所間のネットワー

ク形成につながったこと，インショップ・

契約栽培・加工事業などいろいろな事業の

発展の芽が出ることにつながったこと，野

菜づくりの指導，インショップとのやりと

り，清算事務，施設の建設などを通し農協

と組合員の本来的な関係が育まれたことを

紹介し，直売所は「野菜づくりの学校」に

なっていると述べている。直売所への取組

みを通して，農協が新しい業務や組合員と

のつながり方を学習したよい事例といえよ

う。

（１） 生きた計画と生きたPDCA

農協が学習する組織，すなわち，行動し

た結果を反映して次の有効な対応をとれる

組織になるためには，第２図で示したよう

な「行動→フィードバック→行動」の循環

がうまくいく必要がある。

そのためには，まず，農協のさまざ

まな計画（目標と，それを達成する手段

の両方を含む）が，生きたものになって

いることが必要である。かつて長い間，

個別農協が策定する計画は全国連や県

連が策定した方策の焼き直し的な色彩

が強いものであったことは否めないし，

具体的な事業推進のあり方も，全国あ

るいは県内統一の推進運動や，統一的

４　農協の「組織学習」の具体策

資料　筆者作成 

第3図　市場経済と協同組合 
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マニュアルに沿ったやり方が多かったのが

実態であった。また，この時期には，優良

事例の発掘とその紹介が事業のあり方を考

えるうえで大きな役割を果たし，そのため

の視察研修も盛んに行われた。

しかし，今日，計画が組織の「外から」

与えられたものであったり，単に他の農協

のやり方を踏襲するだけでは，それぞれの

農協が抱える固有の条件のなかで有効な結

果を出すことが難しくなっている。それは，

学習する組織としての機能がうまく働かな

いためである。

全国あるいは県共通の「何をいかにして

行うか」が明らかであっても，その具体的

な内容は，各農協それぞれに固有のものが

あるはずである。たとえば，担い手の育成

一つとっても，集落営農等の組織化により，

地域全体としての営農の維持を最優先とし

ている農協もあれば，畜産や園芸が大きな

割合を占め，産地としての生産の維持と主

要な経営の維持・継承が大きな課題となっ

ている農協もあろう。信用事業においても，

大都市地域での戦略と中山間地域での戦略

では大きな違いがあるし，渉外体制の置き

方とその活動の仕方も，農協によって最適

な姿は異なるはずである。

系統内で十分な討議や意見集約を重ねた

うえで決定された第24回JA全国大会の議

案は，その意味ではこれからの３年間に農

協が何をなすべきかを示したものである

が，それをそのまま機械的に個別農協の計

画としては，ここにあげたような意味での

計画としては，不十分であろう。若林
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（2006）は，大会議案について，「今更かし

こまって批判や評論をすることは失礼にな

る」としつつ，「輝く目標を掲げて進む」

ことの必要性，担い手対策における多様な

地域性への考慮，協同活動教育や組織・事

業基盤づくりの重要性等を指摘している

が，これは，こうした観点から大会決議を

真に生きたものにするためのヒントを提起

しているものであるように思われる。

このような意味での生きた計画を策定す

ることによって，計画を行動した結果で点

検し，新しい対処を検討し，実行する，

PDCA（Plan=計画，Do=実行，Check=点検，

Action=対策の実施）の管理サイクルが有効

に機能することになる。

（２） 組織学習の単位をどう考えるか

組織としての学習という場合には，どの

ような範囲での組織を考えるかが問題とな

る。

一つには，農協の内部組織がその単位と

して考えられる。農協全体としてのPDCA

を通した農協の計画と運営方法の改善は農

協全体の組織学習といえるし，各部門，各

部課，支所・事業所，組合員組織等も，組

織学習の単位として重要である。これらの

組織単位ごとに，事業の実績や，それが組

合員から支持されているかどうかについ

て，定期的に十分に議論・点検し，対応が

検討される必要がある。

次に，内部組織編制を越えて，機能別の

グループに着目した取組みも重要である。

たとえば，営農指導員，生活指導員，渉外
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事業の商品企画についてみると，全国的な

企画は農林中金が行うが，実際の販売はそ

れぞれの農協が行っており，窓口や渉外担

当者のところに入る情報で重要なものは，

農林中金にも入らなければ，有効な商品企

画を行うのは困難である。これは，金融機

関がそれぞれの個性を生かして商品企画と

営業推進をするようになればなるほど，重

要になろう。したがって，農協と連合会間

の情報伝達もさらに密にし，農協から全国

連までが有機的につながって，外部からの

フィードバックをしっかり受け止め，有効

な対処を行えるようにしていく必要がある。

（４） 情報の入手と共有

農協が学習する組織となるためには，環

境からのフィードバックとしての情報が的

確に農協に入り，それが共有・活用される

必要がある。しかし実際には，不完全な情

報や憶測による情報に依存したり，情報の

共有と活用が十分でないケースが多くみら

れる。たとえば，組合員の農協利用が低下

している状況で，具体的な情報は集めてい

ないが「大体わかっている」「でも，なか

なか決定打がないな」といいつつ，状況の

悪化が進んでしまう，といったことなどで

ある。

事業の実績は，目に見える数字で表れる

ので，その情報の有効活用が課題となるが，

組合員の意見や動きなど自動的に入手でき

ない情報も多い。組合員との接触のなかで

得られた重要な情報が，個人やその部署内，

部門内にとどまって有効に活用されていな

担当者，窓口担当者，農業金融担当者，支

所長，中間管理職，幹部職員，役員等，そ

れぞれの役割に応じて，現状分析と対応策

を議論し，策定するような環境を，用意す

ることが望ましい。農協においては，さま

ざまなグループごとに会議が開催される

が，その内容も，単なる情報や指示の一方

的な伝達だけではなく，ここにあげたよう

な観点からの議論を行うことが重要ではな

いであろうか。

（３） 組織間学習の重要性

農協の組織学習という場合，個別農協内

での取組みだけでなく，農協間や農協と県

連・全国連間での知識・ノウハウの移転も

重要である。

優良事例に学ぶことにはもちろん意味が

あるが，今日では，むしろ，似た環境条件

におかれた農協同士が共に考え，新たな道

を探していくような取組みも重要である。

農協の集まるさまざまな会議や研修も，従

来は一方的な情報の伝達の色彩が濃かった

が，これからは，このような場も活用して，

営農指導，渉外活動，農業金融，組合のマ

ネジメント等，それぞれの分野でいかにし

て学習する組織となるか，議論し，新しい

道を見いだしていく必要があろう。

また，農協と県連・全国連間での相互学

習は，別の意味で，欠かせない意義を持っ

ている。これらの組織は経営体としてはそ

れぞれ独立しているが，機能面では独立し

ているわけではなく，相互に補完・依存す

る関係を強く持っている。たとえば，信用
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いと，組織としての対応に結びつけること

はできない。

ここでは，特に，組合員の農協に対する

さまざまな意見・要望や，農協利用の動向

に関する情報が重要であり，また，それが

それぞれの事業部門の中にとどまらず，必

要な情報は部門の壁を越えて共有され，活

用されることが重要であることを強調した

い。自明のことではあるが，第４図に例示

するとおり，農協は総合事業体であり，そ

れぞれの部門は有機的に結びついている。

ある部門での組合員とのよい関係は他の部

門にも影響するし，逆の関係もまた同様で

ある。問題に早期に対処し，よい経験を農

協全体に広げていくうえで，情報の入手・

共有・活用の仕組みづくりを工夫する必要
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があろう。

（５） 組織の行動様式の変革

次に重要なことは，外部からのフィード

バックに反応して，組織が自らの行動様式

・モデルを変えていくしなやかさを持つこ

とである。そのためには，(2)であげた組織

学習の単位ごとに，そのことを可能にする

ような仕組みづくりと取組みが求められる。

たとえば，各単位ごとの実績検討や定例

会議等においては，その活動実績や経過に

問題はなかったか，あったとすれば，それ

は何故なのか，その原因は，何故起きたの

か，その原因は･･･と，追究し，解決策を

全員で考えるような運営を行う必要がある。

企業においては，個々の組織単位に加え，

小集団活動等さまざまな

形で，このような発想で

の取組みを行うことが常

識になっているが，農協

においても，このような

取組みの導入と定着を図

ることが望ましい。

また，農協の内部組織

単位にとどまらず，目的

別にこのような取組みを

行うことも考えられる。

たとえば，組合員満足の

評価を目的とする定期的

なミーティングを開き，

組合員からの意見・要望

や組合員の動きを報告し

合い，対応を検討するな

生活指導 
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どは，検討してみてよいのではなかろうか。

（６） 新しい情報インフラの活用

すでにみてきたとおり，組織学習におい

ては，情報の入手・活用と組織の構成員の

主体的な参画が重要である。そのためには，

インターネット等の新しい情報インフラの

活用が大きな力を発揮すると思われる。

農協内部の情報システムにとどまらず，

メール，掲示板，ブログ等多様な手段を活

用することにより，さまざまな情報・ノウ

ハウ・意見の交換は飛躍的に向上を図るこ

とが期待できる。農協組織の内部でも，こ

れらのツールの活用事例は徐々に増えてき

ているが，組織学習の観点からは，まだまだ

活用の余地が大きいのではないであろうか。

これはまた，農協間や農協と連合会間で

の組織間学習においても，有効な手段とな

ろう。

（７） 組合員・役職員の意識とリーダー

シップ

農協の組織学習にとって，組合員・役職

員の意識改革と，リーダーの育成が重要で

あることはいうまでもない。

その点では，「教育研修」の内容も重要

である。これからの組合員や役職員の教育

研修は，単なる知識や技能の習得だけでな

く，組織の中で共に考え，農協の新しい活

動を生み出していく能力を育むような内容

を増やしていくべきである。また，農協担

当者の集合研修等においても，それぞれの

経験を出し合い，共有することを通して，
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自分の農協における新しい取組みを生み出

す契機になるような内容の研修も増やして

いくことが望ましいのではないであろうか。

以上，農協にとっての「学習する組織」

の意義と具体的な内容について考察してき

た。農協にとって，自立的な組織学習が本

格的に求められるような環境になってか

ら，まだ短い年月しか経過しておらず，そ

の意味では，たくさんの「優良事例」があ

るわけでもない。したがって，本稿では，

考え方の提示が中心となり，具体論は手薄

になった嫌いはなしとしない。

しかし，実際の農協運営の現場では，担

い手づくりや地域貢献などにおいて，いま

までの既存の行動の枠を越えるような新し

い挑戦が始まっている。このような状況は，

農協が「学習する組織」として育つための

豊かな土壌になっているといえるのではな

いだろうか。
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